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我が国に消費税が導入されたのが平成元年 4月。

以来、四半世紀余にわたり所得税、法人税とならび

国税の重要な財源としての役割を担ってきました。 

 本年 6月には、消費税率 10%への引き上げが平成

31 年 10 月まで再延期されたことは記憶に新しいと

ころです。 

 さて、消費税は、私たちの生活にすっかり根付い

たといえますが、消費税の納税義務については正し

く理解できていないケースが多いようです。 

数次にわたる税制改正により、納税義務の判定は

専門家にとっても複雑なものになっています。 

 そこで、本稿では、消費税の納税義務の主要な判

定方法について概観します。 

 

 消費税の納税義務 

 消費税の課税の対象となる取引は、

「国内において事業者が事業として対

価を得て行う資産の譲渡等と外国貨物

の輸入」とされています。 

したがって、このような取引（課税取引）を行っ

た事業者（個人・法人）は、消費税の納税義務を負

うのが原則ですが、特に小規模事業者に対する配慮

から、現行制度では一定の事業者に対して消費税の

納税義務を免除しています。 

 

納税義務の免除 

 基準期間の課税売上高が 1000 万円以下の事業者

は、消費税の納税義務が免除されます。基準期間と

は、個人の場合はその年の前々年、法人の場合は原

則としてその事業年度の前々事業年度をいいます。 

 したがって、2期前（2年前）の課税売上高が 1000

万円以下の場合には、当年度の消費税の納税義務は

免れることになります（免税事業者）。 

 これは、課税売上高が 1000 万円以下の小規模事

業者の場合、消費税の納税に係る事務負担に配慮し

て、原則として免税事業者として取り扱うこととし

たものです。 

 

 納税義務の免除の特例 

 基準期間の課税売上高が1000万円以下の場合は、

原則として免税事業者になりますが、その趣旨は、

小規模事業者の事務負担に対する配慮にありますの

で、そのような配慮が不要な場合には、原則どおり

課税事業者として取り扱うことになります。現行税

制では、以下の場合に納税義務の免除の特例が適用

となり、消費税の納税義務を負うことになります。 

 

① 基準期間がない法人のうち、資本金が 1000

万円以上の法人（新設法人の特例） 

典型的には、資本金 1000万円以上で設立された

法人が該当します。この場合、基準期間の売上高

はありませんが、設立初年度から消費税の納税義

務者となります。 

なお、設立時は資本金 1000万円未満であっても、

その後の増資によって、2期目の期首の時点で資本

金が 1000万円以上となった場合には、2期目から

納税義務が発生する点に注意が必要で

す。 

また、新設法人の特例は基準期間がな

い期間（設立後 2期間）にのみ適用され

ますので、3 期目以降は、原則どおり基

準期間の課税売上高をもとに納税義務

の有無が判定されます。 

 

② 特定期間による判定 

 基準期間における課税売上高が 1,000 万円以下

であっても、特定期間における課税売上高が 1,000

万円を超えた場合は、当課税期間から課税事業者

となります。 

特定期間とは、個人の場合は、その年の前年の 1

月 1日から 6月 30日までの期間をいい、法人の場

合は、原則として、その事業年度の前事業年度開

始の日以後 6か月の期間（上半期）をいいます。 

なお、特定期間における 1,000 万円の判定は、

課税売上高に代えて、給与等支払額の合計額によ

ることもできます（課税売上高と給与等支払額の

いずれかで判定するかは任意です）。 

 

 おわりに 

 本稿では割愛しますが、上記以外にも、特定新規

設立法人の特例など消費税の納税義務をめぐり留意

すべき事項があります。 

 また、消費税に関する届出を失念したために、本

来受けられるはずの消費税還付を受けられないなど、

不利益をこうむるケースもあります。 

 ご不明な点がありましたら、弊社担当者宛にお気

軽にお問い合わせください。 

（文責：東京事業部 藤村 千秋） 
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